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フェーズ1 フェーズ2

　当行は、法人・事業者さまのサステナブルな経営へのサポートにより、ともに成長することを目指し、お客さまの人材不足
や事業承継等の様々な経営課題の解決に向け、積極的に取り組んでいます。
　お客さまの成長をサポートするうえでは、将来ビジョンや戦略を共有する必要があることから、お客さまとの日ごろからの
対話で得た情報をもとに、営業店と本部で共有・対話し、お客さまにとって何が必要であるかを考え、提案を実践しています。

　成長を志向するお客さま、スタートアップを目指すお客さま、経営改善が必要なお客さまに対して、お客さまと将来ビジョ
ンを共有し、コンサルティングによる事業成長や経営改善のサポートを行い、お客さまの将来ビジョンを実現するためのソ
リューションメニューを幅広くご用意しています。

　お客さまの持続可能な成長を全力で支援すべく、
お客さまの窓口となる営業店での支援のほか、グ
ループ会社と密に連携し、金融面でのソリューショ
ン提供はもちろんのこと、事業承継、販路拡大、
DX推進、さらには採用・人材育成に至るまで、多
角的な経営支援で課題解決に貢献できるよう銀行
（営業店・本部）とグループ会社が一体となり取り
組んでいます。地域経済の活性化とお客さまの確
かな未来を共に創造するため、最適なサポートを
一貫して提供してまいります。

　中小企業は北海道経済の基盤であり、地域の雇用創出やイノベーションの推進において重要な役割を果たしています。こ
れらの企業は地域に根ざしたビジネスを展開し、地元のニーズに応えることで地域経済の活性化に寄与しています。
　資金調達や経営資源の確保など、お客さまの課題解決に向け当行グループ一体となり、地域経済の持続的な発展に貢献
すべく、企業の成長をサポートしています。

法人戦略の全体像

お客さま

グループ会社
北海道共創パートナーズ・北洋証券・
札幌北洋リース・札幌北洋カードなど

外部専門家

お客さまとの
将来ビジョンの 

共有

営業店

事業成長・
経営改善の実現

ニーズ・課題解決

成長を志向

スタートアップを
目指す

経営改善・
事業再生が必要

サポート

事業成長の提案

成長期待分野への投融資

SX・DXサポート成長の提案
スタートアップ発掘・育成

経営改善・事業再生

法人・事業者さまの経営へのサポート
2024年度　企業価値創造に向けて「チャレンジ」「変革」したこと

経済的価値（ROE）の向上 法人部門

　中小企業の多様なニーズに応えるため、多様な融資商品や専門的なコンサルティングサービスを提供し
ています。これにより、企業の成長をサポートし、事業の成長・経営改善の実現に取り組んでいます。
　本部内に「事業成長サポートグループ」を置き、従来取り組んできた「事業性理解」を発展させ、お客
さまが描く将来ビジョンの実現のための「事業成長サポート」を行っております。また、法人コンサルティ
ング業務全般を担う「北海道共創パートナーズ」との連携を強化するなどグループの総力を結集し、お客
さまの経営課題解決に向けた、広範かつ高度なコンサルティングを提供しております。
　経営課題が多様化・複雑化しているお客さまに対しては、課題解決に向けた経営改善や事業再生スキー
ムの個別検討のほか、外部専門機関と連携しながら専門性の高い経営改善支援や抜本的な事業再生支援
に取り組んでおります。

中小企業支援

❶�地域内の後継者不在企業をグループ傘下とすることで、地域産業や
雇用を維持している。将来的には、自社グループの永続的な発展によ
り、地域活性化にさらに貢献したいと考えている。

❷�将来ビジョンを実現するためには、積極的なM&Aの検討、成長につ
ながる設備投資、組織の強化が重要であることを共有。

❸�現在は、サステナブルファイナンスにより資金面とサステナブル経営の
両面をご支援しつつ、組織の強化に向けた戦略を提案し、伴走サポー
トを継続中。

【取組事例①】土木工事事業者 A社 【取組事例②】電気機械器具設置事業者 B社
❶��「脱炭素推進のリーディング企業へ」を将来ビジョンに掲げ、その推進と企
業の成長を目指している。

❷�将来ビジョンを実現するためには、サプライチェーンを含めた効率化、事業
領域拡大に向けた施工体制の強化、これらの実現に向けた組織の強化が重
要であることを共有。

❸�現在は、専門人材のご紹介、人事制度や意思決定プロセスの見直しに関す
るコンサルティング、新規事業に伴うご資金の支援、他戦略についても伴走
サポートを継続中。

　北海道のものづくり産業の振興を図ることを目的に、『北洋銀行ものづくりサステ
ナフェア�2024』を開催しました。本フェアは、道内ものづくり企業を中心に「環境
/ＳＤＧｓ」「ＩＴ/ＤＸ」などの各分野に於いて、優れた技術や製品を有する企業/団
体が一堂に会する展示型商談会です。今回は新たに「新産業」分野を設け、半導
体関連等の企業が出展
しました。来場者や出展
者同士の技術交流・情
報交換を通じて、販路
拡大やビジネスチャンス
の創出を支援しています。

　北海道と（社）北海道貿易物産振興会の共催により、道産品のＰＲと販路拡大を図る商談会をタイ・バンコクで開催しま�
した。本商談会では、道産食品の展示ブースを設置し、ワイン、
日本酒、チーズ、水産加工品、菓子、道施策商品等の道産食
品を、バンコク現地バイヤーにアピールいただき、ASEAN地
域における道内事業者のマーケティングを支援いたしました。
道内より16社が出展され、現地バイヤーや消費者と交流を図っ
ていただきました。

『北洋銀行ものづくりサステナフェア 2024』を開催しました 
つくる、つながる、つづく～ものづくり産業が支える北海道の成長へのチャレンジ～

タイ・バンコクにて、北海道プレミアム食品商談会/
北洋銀行インフォメーションバザールを開催しました

T O P I C

T O P I C
営業店 本部組織

連携

連携 連携

事業性理解 事業成長サポート

グループ一体での伴走型サポート

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み
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経済的価値（ROE）の向上 法人部門

　2024年度は、コロナ禍の無利子融資の返済本格化、繰上げ返済がある中、お客さまの資金ニーズ把握に課題が残り、特
に道内中小企業向け融資残高の期中平均が前年比で減少しました。北海道内における貸出シェアアップを図るべく、お客さ
まのニーズを発掘し、応えられる態勢づくりが必要です。

　2025年度は、法人向け貸出、特に当行の主営業基盤である道内中小企業向け貸出の増強は当行の成長に不可欠なもの
です。道内の中小企業はもとより、道内大中堅企業、道外企業への支援も、道内経済の発展のため積極的に支援してまい
ります。

2025年度の「挑戦」「変革」
　道内中小企業への資金供給は当行の最重要ミッションと考えております。とくに道内は労働生産人口の減
少が顕著であり、主要産業の人手依存度が高いため、DXによる人手不足の解消や生産性向上が不可欠で
す。当行は、デジタルを活用して企業や組織の変革を通じた成長を支援すべく、まず身の回りの業務のデ
ジタル化からスタートし、小さな成功体験を繰り返しながら徐 に々デジタル活用を広げていくことが重要とし、
2025年度はお客さまのDXの取組状況についてより深く共有し、成長につなげるための提案を行っていきます。

お客さまの事業支援の強化

私は、会社の事業内容や課題を決算書やHP等からリサーチして事前に理解を深め、「仮説ニー
ズ」を立てた上で面談に臨むようにしています。「遊休不動産を活用したい、売りたい」「採用
がうまくいかなくて困っている」等、お客さまの「潜在的ニーズ」を発掘し、当行の幅広いソ
リューション提供によって、資金提供を含めた課題解決に取り組んでいます。
近年では「SDGs」や「サステナビリティ」の認知度の高まりにより、サステナブル経営を意識する会社が増えてきた
ように感じています。当行では多岐にわたるサステナブル関連の商品を用意しているので、お客さまのサステナブル
経営をサポートするにあたり「お客さまの事業とSDGsがどのように結びついているか」「お客さまの持続可能な経営
を実現するにはどうしたらよいか」等の対話を通して、「相談してよかった」とお客さまに言っていただけるよう、今
後もお客さまのとって最適な支援をしていきたいと思います。

未着手
第２段階

特定の業務・フローをデジタル化
第1段階

アナログな情報をデジタル化
第3段階

デジタルを活用したビジネスモデルの変革

デジタル化・DXの取組段階と中小企業の現状

関連会社北海道共創
パートナーズの活用

<DX提案の強化策例>

◦バックオフィス業務効率化
◦システム導入支援
◦DX計画策定
◦システム運用・実行支援　など

◦ キャッシュレス推進�
（法人カード、QRコード決済）

◦クレジット加盟店支援　など

その他

◦オフィス・現場のデジタル化
◦IT活用による業務効率化
◦ 会計ソフトやクラウドサービス�
導入支援

当行提携先の紹介

法人貸出平均残高・貸出金利息・融資シェア

（中計KPI）（億円）

■ 道内 大中堅 ■ 道内 中小企業 ■ 道外貸出

貸出金
利息

（利回り）

貸出金
平残

’24/3 実績 ’25/3 実績 ’26/3 計画

5,394 6,367 7,996

19,291

30,363

218
（0.71％）

18,763
18,918

5,677 6,949

32,080

277
（0.86％）

382
（1.06％）

8,999

35,913
（年率+11.9％）

29.4% 31.1% 32.0%道内
シェア

（政府系含む）

　収益の強化として、今後けん引役となるのが「成長期待分野への投融資」
です。主な分野は、半導体関連分野とGX関連分野と考えています。次世代
半導体製造企業Rapidus社の進出や、今後道内海域で大規模開発が進む
洋上風力発電プロジェクトは、道内産業構造の変革につながる千載一遇の
チャンスです。北海道における波及効果を最大化させるべく、地元金融機関
として多面的な支援を展開してまいります。半導体関連融資は2030年度ま
でに累計3,000億円の実行を目指します。Rapidus社のプロジェクト進捗に
伴い、幅広い産業分野で資金需要が発生し、融資商材も加速度的な増加が
見込まれます。また、GX関連融資は2030年度までに累計6,500億円の実
行を目指します。今後もサステナブルローンの増加や、洋上風力発電、水
素関連事業、陸上風力発電や太陽光発電など北海道のポテンシャルが活か
される融資商材の増加が見込まれます。

新たなチャンスへの支援

●��前年割れが続いていた道内中小企業貸出平均残高
は、個社別管理の徹底、面談数アップなどにより、
年率プラスに転化

●��道内大中堅企業向けには、道内設備投資案件の
積極的な取り込み（再開発、GX等）、旺盛な資
金需要に対し、シンジケートローンも活用

●�ラピダス関連融資の実行は約200億円

●��法人新規開拓の強化（純預金先へのアプローチ、
マニュアル策定など）。年間の法人新規件数�約
2,400件（前年度比+10％超）

●��法人IBデータ収集、為替ルート集約運動による粘
着性預金の取り込み。手形・小切手廃止に係る
電子化対応に注力し、短期需要を喚起

【法人預金平残】
’25/3：30,360億円�➡�’26/3：30,430億円
●��道内融資シェアは足元の31％から、現中計KPIの
32％を目指す

貸出年率アップ（前年比＋11.9％）

道内融資シェアアップ

現状把握 DXの実現デジタル化の実現

職員Voice 営業店勤務　Hさん 生成AIの活用
　お客さまとの対話時間・件数増加を目的として、生成AIを導入しました。生成AI活用により、日誌の作
成プロセスを自動化し、担当者がより多くの時間をお客さまとの面談時間に充てることが可能となります。
2025年度からは、対話型の生成AI機能の利用を開始し、引き続きデジタル化を進め、生産性の向上を
図っていきます。

帰店後にまとめてPC入力 隙間時間で音声入力 帰店後に文字起こしされた面談記録を
生成AIで要約、PCへ入力

作業負担が重く時間がかかっていた従来 事務負担軽減、お客さまとの対話時間創出に寄与導入後

生成AI
導入

< '26/3計画について >

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み
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　人生100年時代、インフレの環境下において「資産形成」「資産運用」はますます重要になっており、より多くの北海
道民の皆さまへ、より質の高い資産運用・資産形成サービスを提供することがミッションと考えております。
　お客さまのライフサイクルや生活状況に合った、適切なサービスのご提案を行い、お客さまが抱える様々なお悩み、人
生100年時代の老後長期化に伴う資産への不安を解消し、安心で豊かな生活を過ごすサポートを行っております。

　当行では、お客さまの人生100年時代における様々なステージに
おいて、多様なお悩みや不安を解消いただけるよう、ライフプラン
ニングサポートを強化しています。これまで想定していた人生設計
を超える長寿化に対し、今後より豊かな人生を送るための「人生
100年時代」に向けた、中長期的な視点による準備が必要と考えて
おります。各人のライフステージに応じたライフプランから、各種イ
ベントで発生しうる費用をイメージし、お客さまに合った「ライフデ
ザインサービス」を、グループ一体での伴走型サポート・コンサル
ティングを提供いたします。

主なサービス チャネル

誕生誕生 就職就職 結婚結婚 子育て・教育子育て・教育 車・家購入車・家購入 セカンドライフセカンドライフ 資産承継資産承継

ためる・ふやす
ニーズ

お客さま

便利なサービス

かりる そなえる・のこす

住宅ローン カードローン 投資信託 店舗 アプリ保険

マイカーローン クレジットカード 外貨預金 北洋-JCBデビット ほけんプラザ インターネット
バンキング

＜対面＞ ＜非対面＞

CREDIT DEBIT

グループ一体での伴走型サポート

グループ会社
北洋証券 など

外部専門家

営業店 本部組織
連携

連携 連携

個人のお客さまへのサポート
2024年度実績・「チャレンジ」「変革」したこと

北洋銀行アプリの機能追加
　定期預金の口座開設、預入/解約の機能、印刷・メモ機能、投資信託明細機能を2024年11月より追加いたし
ました。
※詳細は当行ホームページをご覧ください
https://www.hokuyobank.co.jp/person/service/app/passbook/

定期預金機能 定期預金の口座開設、預入/解約が可能
印刷・メモ機能 通帳表紙・取引明細の印刷、明細へのメモの登録が可能
投資信託明細機能 投資信託の時価評価額、運用損益額等の閲覧が可能

お客さまの利便性向上

事業の種類 概 要 活用している当行資産
サイネージ広告 店舗等に設置したサイネージで広告を放映 店舗等のお客さま接点
ターゲティング広告 対象先を絞り込み、Eメール等で広告を配信 データ分析機能

▼サイネージ広告の例
（大通ビッセ街頭ビジョン）

▼ターゲティング広告の例
（Eメールのイメージ）

　2024年12月より広告事業を開始いたし
ました。2021年5月の銀行法改正に伴い進
出可能となった分野で、当行が持つ資産を
活用し、地域事業者さまのプロモーション
をご支援しております。
　2025年4月にはサイネージ広告の旗艦商
品として「大通ビッセ街頭ビジョン」の運
営を開始し、当行の情報発信拠点としても
活用しております。

広告事業のスタート

ローン手続きのWEB化
　無担保証書ローン契約手続のWEB完結化による利便性向上のほ
か、住宅ローンにおいては、住宅関連事業者さまによる代理申込や
進捗管理が可能なWEBシステムを導入し、より手軽にお申し込み
いただける環境を整備しました。

NISAはじめてダイヤル・NISA休日相談会
　平日は忙しくNISAについて相談・検討する時間が取れな
いお客さまに対して、NISAの情報提供を行い、「最初の一
歩」を踏み出していただくことを目指し、非対面や休日の
NISA相談体制を拡充しました。
　NISAのご案内に特化したフリーダイヤルである「NISA
はじめてダイヤル」は、平日夜間や土曜日・日曜日も、
NISA制度の内容や始める方法などについて、お客さまから
のご相談に対応しています。口座開設をご希望の場合は、
そのまま「投信WEB口座開設」をご案内しており、お客さ
まは、来店することなく、NISAの相談から口座開設までを
完結できるようになりました。
　また、忙しい中でも対面で相談したほうが安心、という
お客さまの声にお応えし、これまで予約制で行っていた休
日相談会を改め、予約不要の「NISA休日相談会」を始め
ました。実施店舗も増やし、より気軽にご相談いただける
ようにしました。

休日相談会の
詳細は下記より
ご覧ください

非対面や休日チャネルの拡大

経済的価値（ROE）の向上　 リテール部門

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み

42北洋銀行　統合報告書 202541



　2025年度は、住宅資金及び個人預金の取込みにより、シェアアップを目指します。
　足元の個人貸出シェアは約42％と、現中計の目標値を上回り、緩やかながら上昇しています。今後もこのトレンドは維
持していきたいと考えています。
　住宅資金については、道内の新設住宅着工戸数は落ち込んでいますが、当行では新築戸建資金の借入期間を最長40年
から50年に改定し、若年層を中心とした住宅取得ニーズに対応するなど、厳しいマーケット環境下でも、ボリュームの増
強を図っていく計画です。
　また、当行預金の6割強を占める個人預金の増強に向けた取組みについては、家計口座のメイン化、UI/UX向上による
アプリ登録ユーザー数を増加させていくことに加え、他行ATMとの共同サービスによる新規口座開設、お客さまニーズに
対応した定期預金商品の開発も行っていきます。

　現在のタブレット受付機能の強化に
加え、非対面・休日に利用いただける
チャネルの拡大を行い、お客さまに応
じたサービスができる体制を整えていき
ます。また、北洋銀行アプリのアップ
デートやデビットカード・北洋-JCBカー
ドSの推進などを通じて、皆さまの生活
に寄り添った「使いやすさ」を追求します。

　ここ数年のマイナス金利政策から一転し、
金利のある環境への転換に加え、インフレ
による住宅建築価格の高騰もあり、住宅
着工件数は年々減少傾向にあります。一
方で、近年の新築住宅は耐久性能や断熱
性能等が大幅に向上しており、長期にわ
たる資産価値を有しております。
　こうした環境変化を踏まえ、当行では住
宅ローン商品の改定（借入期間の延長）
を実施し、特に20代・30代のお客さまに
ゆとりのある返済プランをご提供すること
で、良質な住宅取得を積極的に支援して
まいります。

金利上昇局面におけるローン商品の見直し

北洋銀行アプリ

北洋-JCBカードS

♦住宅ローン借入期間の改定（2025.4月～）
最長借入期間を40年から50年へ延長

改定前 改定後

新築マンション取得 新築マンション取得 新築戸建

NEW

　「北洋銀行アプリ」は、北洋銀行が提供する個人のお客さま向けのス
マートフォンアプリです。北洋銀行アプリでは、時間や場所にとらわれず
に、残高照会・振替・振込等の日常的な銀行取引を、お客さまご自身の
スマートフォンから安心・便利にご利用いただけます。お客さまの声やア
ンケート、インタビュー等から得たお客さまの評価を基に、ニーズの高
い機能から優先的に新機能を追加していく予定です。

北洋銀行アプリ
71万件

35万件

24万件

11万件

2024.3 2024.9 2025.3 2028.3

KPI
8万件

KPI
17万件

【アプリ登録者数（累計）】

ポイント1
いつでも、
どこでも銀行取引

ポイント2
北洋銀行間の
振込手数料が無料

ポイント3
簡単ログイン、
万全のセキュリティ

残高照会

カード
ローン

請求書
払い

明細照会

定期預金

JCB
デビット
連携

振替・振込

店舗・ATM
検索

通帳レス
口座
切替え

主な機能

＜ ‘26/3計画について ＞

2025年度の「挑戦」「変革」

　日本国内を13の地域に分けたデータ
（※）によると、北海道の「18歳以上の
投資信託保有率」は6.1％で、全国最
下位となっています。
　北海道民の金融所得を増やし、「サス
テナブルな生活」を実現するためには、
投資信託・NISAの普及・浸透が重要
であり、今後も継続して取り組んでいき
ます。
　特に、お客さまの資産をインフレから
守る観点から、つみたて投資による資
産形成支援と並行し、長期投資を軸と
したNISA成長投資枠の活用提案にも取
り組んでいきます。

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18
（％）10.1

12.6
3.2

6.1
8.9

8.8
11.6

13.3
11.8

15.5
7.1

11.1
13.6

13.0
9.4

11.5
10.3

14.0
12.1

14.1
11.1

16.0
11.9

14.8
7.6

10.1
5.7

10.0

全体
北海道
東北
関東
京浜
甲信越
北陸
東海
近畿
阪神
中国
四国
九州
沖縄 2021年度（n＝7,000）

2024年度（n＝7,000）

※全国13地域投信保有割合（2024年日証協調査）NISA普及による資産形成支援

デジタル化による更なる利便性の追求

　私は、当行をご利用いただいているお客さまに資産運用、相続関連等のコンサルティング業
務を行っています。ネット社会の現在、情報は様々な形で入手できますが、お金に関する価値
観は一人ひとり違うので、一方通行の情報入手ではなく、対面による安心感がメリットであると
思っていただけるように心掛けています。面談前に仮説を立て、家族、仕事、趣味等の会話か
ら潜在ニーズを引き出し、常にプラスαとなる提案ができるよう、周囲や本部のアドバイスを受
けながら工夫をしています。その際に、私が一番大切にしていることはスピード感です。自分の提案に「知らなかっ
たことを聞けてよかった」「自分には必要な話だった」というお客さまの結論が出た時の達成感は私のやりがいや向上
心維持につながっています。私は産休育休を2度取得、今は子育てのため時短勤務をしていますが、向上心を持って
仕事に取り組む姿を見せることで子供の成長にもいい影響を与えていきたいです。

職員Voice 営業店勤務　Yさん

経済的価値（ROE）の向上　 リテール部門

貸出平均残高・貸出金利息・融資シェア

個人預金平均残高

324
（1.48％）

1,309

20,446

1,372

21,205

1,378

21,696

337
（1.49％）

376
（1.63％）

’24/3 実績 ’25/3 実績 ’26/3 計画

41.9% 42.1%
更なる

シェアアップへ
（億円）

個人貸出
シェア

（中計KPI 41.1％）

貸出金利息
（利回り）

貸出金
平残

住宅資金 住宅資金以外

68,924 69,956 70,748

’24/3 実績 ’25/3 実績 ’26/3 計画

（億円）

25/3：21,205億円�➡�’26/3：21,696億円
●�新築戸建資金推進
　→��借入期間を最長50年に改定し、若年層の住宅

取得ニーズに対応
　→新築戸建で年間185億円の残高増加を想定

住宅資金貸出平均残高

’25/3：69,956億円⇒’26/3：70,748億円
●�新規口座開設数の増強
　→��セブン銀行ATMサービスを通じた預金口座の
新規獲得強化（'25/5月～）

　→��進学・就職等のライフイベントに合わせた新規
口座開設キャンペーンの実施

●�お客さまニーズに対応した定期預金商品の開発
　→��特別金利を設定した定期預金商品の開発（ほ
くよう資産運用応援定期キャンペーン：’25/4
～6月まで、退職金定期預金：’25/7月より取
扱開始、相続定期預金：商品開発中）

個人預金平均残高

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み
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グループ総合力を発揮した役務収益の増強 　経費全体では、2026年3月計画では前年比プラス30億円強を見込んでおります。人件費の増加は、賃上げで約6億円、
人事制度改正によるもので約15億円あり、年間約20億円の増加を見込みます。これは、銀行の差別化要素である「人財
の質」を高めるための先行投資であり、当行の成長とその成長を支える人財確保のために必要なものと考えております。
経費は増加しますが、トップライン収益の強化により、コアOHRは66.9％と前年からさらに低下を見込んでいます。
　また、今後は、2028年度にはTSUBASA基幹系システムの減価償却が終了し、現在計上している約45億円の償却負担
が無くなるため、経費全体は大きく減少する見通しです。

店　舗 ATM

新たなチャネルの検討

信金店舗内への共同窓口
24年度：1信金�→�25年度（予定）：5信金
法人融資機能集約店の支店長兼務による効率化
24年度：５ヶ店�→�25年度（予定）15～20ヶ店
昼休業導入による店舗運営の効率化

24ヶ店実施（23年度：11ヶ店、24年度：13ヶ店）

ATMキャッシュポイントの最適化
●他行庫とのATM相互無料提携の拡大
23年度：1信金　24年度：1信金　25年度（予定）：3信金
●郵便局内へのATM設置（2拠点）
●通帳レス対応のATM拡大によるクイック化・低コスト化
●低利用のATM再配置による利便性向上・効率化

●�商業施設等にデジタルとリアルが融合した軽量店舗の導入
●他業種と協業した移動店舗車の導入

信金共同窓口

　銀行の手数料収入である「役務取引」は、グループ一体での取組みを進めていきます。
　銀行単体ではカードビジネスや預り資産手数料を増やし、グループ会社の北洋証券と北海道共創パー
トナーズは銀行と連携し、グループ一体での収益を伸ばしていきます。

　「有価証券運用」は、国内外のマーケット動向に留意しつつ、円債中心の運用でインカム増加を目指
していきます。
　円債の償還再投資は、安定的な収益確保の観点から短中期債主体に平準買い、残高の積増しはマー
ケット動向を見ながら慎重に判断していきます。

154

278

（▲68）

▲124

（▲60）

▲120

（▲68）

▲132

182

303

179

311

’24/3実績 ’25/3実績 ’26/3計画

役務収支
（収益－費用）

団信保険料
（費用）

役務収益

役務収益

役務費用

役務費用 255

325
（45）

624
43

261

335
（45）

643
47

273

355
（45）

678
49

’24/3実績 ’25/3実績 ’26/3計画

75.6%
68.9% 66.9%

人件費 物件費 税金
（　）は物件費のうちTSUBASA基幹系システムの減価償却費

169
（0.63%）

25,400

2,072

400

’25/3 ’26/3計画

インカム
（利回り）

151
（0.59%）

24,036

1,831

158

※純投資株式、政策投資株式、リートなど
円債 外債（含む投信） 株系資産※

円債

外債
（含む投信）

株系資産

●店舗機能の再構築

　 '23年度
実績

'24年度
実績

'25年度
（予定） 合　計

法人融資機能集約 11ヶ店 24ヶ店 － 35ヶ店

BIBによる店舗統廃合 － 6ヶ店 4～9ヶ店 10～15ヶ店

店舗拠点数 140ヶ店 134ヶ店 125ヶ店
程度

●人員創出効果 計画
'23年度
実績

'24年度
実績

'25年度
（予定） 合　計

13人 56人 52人 121人

●経費削減効果 計画
'23年度
実績

'24年度
実績

'25年度
（予定） 合　計

1億円 6億円 5億円 12億円

経済的価値（ROE）の向上　 コストコントロール

マーケット動向を意識した運用によるインカム増加

店舗・ATMの効率的な運営

人事制度改正▶年間＋15億円
→‌‌制度改正による人件費増は年間約20億円
→新制度は7月から開始

人件費：273億円（前年度比＋11億円）

物件費増加に伴う消費税の増加

税金：49億円（前年度比＋2億円）

システム関連▶年間＋8億円
→次期営業店端末更改、サーバー保守料等

システム以外▶年間＋11億円
→人事制度改正関連：借上社宅費、赴任一時金など
→業務委託費（クレカ不正利用対応など）

物件費：355億円（前年度比＋20億円）

●�計画残高：25,400億円（約＋1,400億円）
インカム：91億円（約＋13億円）
→‌‌年度償還分（約1,900億円）は安定的収益確保の観点から短中期債主
体に平準買い

　‌‌残高積増分（約1,400億円）は米国関税の影響など足元のマーケット
動向を見ながら慎重判断

　‌‌政策金利0.5％据置で計画を策定しており、金利上昇による収益アッ
プサイドの余地あり

●�カードビジネス：37億円（＋1億円）
→自治体などへの法人カード提案強化
→‌ ‌口座開設時の「デビットカード一体型」キャッシュカードの発行の普及
→新商品「北洋-JCBカードS」（WEB限定・年会費無料）の推進
●�預かり資産：31億円（＋0.5億円）
→投信等残高：約1,900億円（＋200億円）
→休日相談会、NISAはじめてダイヤル活用

円債

銀行単体

●�計画残高：750億円（約＋170億円）
インカム：15億円（約＋4億円）
→‌‌政策投資株式売却によるポートフォリオの低下分は純投資株式やETF
などの積増しにより、インカムの減少分をカバー

●�コンサル、M＆A報酬等：19億円（＋1.3億円）
→案件ソーシング強化、人財採用事業推進
→‌‌事業成長サポートによるDX・GX課題抽出を起点としたコンサル提案

株系資産～うち純投資株式

北海道共創パートナーズ

金利水準、ヘッジコスト等を見極め現状維持

その他

●�受入手数料等：23億円（＋3億円）
→銀証連携会議による実績分析・対策による紹介案件の質向上
→優良投信の提供による資産増と残高フィー強化

北洋証券

経済的価値（ROE）の向上　 役務取引・有価証券

＜ ’26/3計画について ＞

＜ ’26/3計画について ＞

＜ ’26/3計画について ＞

経費・コアOHR

有価証券残高・インカム（利回り）

【連結】役務取引等利益

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み
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'23/3末 '24/3末 '25/3末

1,302

次期中期経営
計画期間

425

1,778

410

1,306

379

現縮減計画期間 新たな縮減計画へ

31.9%31.9%

39.7%39.7%

34.3%34.3%

政策保有株式の時価【億円】 政策保有株式の簿価【億円】 連結純資産比率

目指す水準
連結純資産比率
20％未満

2025/3実績 ※バーゼルⅢ完全実施ベース

11.25％※
当期純利益 成長期待分野

への投融資等
リスクアセット
積上げ

戦略的投資
人的資本

システム投資など 株主還元
総還元性向50％

下限値
10.0％

運営上の目安は
11.0％程度

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度（予想）

配当総額（億円） 自己株式取得額（億円） 1株当たり配当金

32
72

1338
0

38838
0

38

10.0円 10.0円 10.0円 10.0円

19.0円

26.0円

　当行は、資本運営の効率化と株主還元の強化を重視し、資本の最適化を図り、持続可能な成長を支える体制を整えて
います。

　当行は今後の業績見通しや資産・負債の状況、外部環境などを踏まえ、適正な自己資本比率の目線
を毎年検証することとしています。2025年度は、財務戦略の適正な自己資本比率として、「自己資本比
率の下限値を10％とし、運営上は11％程度を目安」としています。
■適正自己資本比率の設定
①ROE向上に資する投融資（貸出・有価証券運用など）
②サービス向上・競争力強化に向けた戦略的投資（人的資本投資・システム投資など）
③株主還元の強化（総還元性向50％、配当性向40％以上）

■健全性の維持
　��当行の業績見通しや資産・負債の状況、外部環境の動向などを踏まえ、適正自己資本比率の水準（下
限値）はストレステストやALM委員会で毎年検証する

　当行は、政策保有株式の縮減を進める観点から、政策保有株式を2026年3月末までに簿価で2023年
3月末対比50億円縮減する目標を定め、2023年11月に公表しております。なお、2025年3月末時点に
おける政策保有株式は、2023年3月末対比、簿価で46億円の縮減を実施し、2025年7月に目標を達成
いたしました。

　株主への利益還元を重要視しており、安定的かつ継続的な配当を行うことを基本方針としています。
配当の決定にあたっては、業績や資本の状況、将来の成長投資の必要性などを総合的に考慮します。

■��1株当たり年間10円の安定配当を維持しつつ、
配当性向を40％以上
■��自己資本比率の水準、業績見通しや外部環境
等を勘案し、総還元性向は50％を目安
■自己株式の取得は柔軟かつ機動的に実施

■��基準日（第1四半期および第3四半期の配当基
準日）は、都度取締役会にて決議し、公告

年4回3月 6月 9月 12月

【現縮減計画】 ’26/3末までに’23/3末対比簿価▲50億円
➡‌’25/7末までに簿価51億円を縮減　目標達成

次期中期経営計画（2026年4月開始予定）期間中での連結純資産比率20％を下回る
縮減計画策定に向けて、道内本社の銘柄を含む全先との対話を開始しております。

売却に合意を得られた銘柄については、株式市況や当行の収益状況等を鑑みながら、随時売
却を進めていきます。

売却益はROE・PBR向上に資する成長投資や株主還元等に充当していきます。

最適な資本運営

株主還元方針の変更

株主還元方針（2026年3月期より適用） 四半期配当の導入

政策保有株式の縮減状況

今後の縮減方針

政策保有株式の縮減計画

経済的価値（ROE）の向上　 資本政策

株主還元の実績　2025年度は前年度から7.0円の増配予想

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み
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　当行グループは、サステナビリティ経営への取組み強化を目的として、頭取を委員長とするサステナビリティ委員会を設置
しています。サステナビリティ委員会では、サステナビリティ方針に基づき、サステナビリティにおける課題の洗い出しとそれ
に対する施策展開、年度毎のサステナビリティ取組方針の制定ならびに気候変動や生物多様性などの「環境保全」、人財育
成などの「人的資本」に関する施策・方針、取組状況などについて協議・決議を行っています。決議事項等は取締役会へ
報告し、取締役会による監督が適切に図られるよう体制を整備しています。

サステナビリティ経営体制

　北海道はＧＸ関連事業に加えて、次世代半導体産業の進出など産業構造に変革をもたらす大きなチャンスが訪れています。
北海道経済に効果を波及させていくためには、企業誘致や道内企業の事業領域拡大、地元企業とのビジネスマッチングと
いった支援が必要です。一方で、人口減少や少子高齢化、人手不足、原材料・エネルギー価格の高騰、脱炭素化社会の実
現に向けたお客さまの意識改革が進んでいない等の多くの課題もあります。
　当行グループは長期ビジョンの実現と北海道の課題に対応するためサステナビリティに関するマテリアリティを特定しまし
た。地域とお客さまの課題を解決し、北海道の持続的な成長に貢献してまいります。

マテリアリティの特定プロセス

STEP

1
STEP

2
STEP

3
STEP

4
STEP

5
課題の抽出 課題に関する

ディスカッション
課題の優先度・

重要度を評価
マテリアリティの

特定 PDCAの実践

マテリアリティ 機会とリスク 主な取組み 関連ゴール

北海道の
成長ドライバーである
食や観光のブランド力
強化に向けた支援

機会 基幹産業である食と観光の回復
・�食関連事業者の販路拡大、�
商談機会の提供

・地域の観光施策立案サポートリスク 原材料・エネルギー価格高騰、人手不足・人件
費増加

半導体・GXなど
成長分野に対する
サポート

機会
GXの導入ポテンシャル、半導体産業の進出、
デジタル産業の集積、安定的なエネルギー供給
体制確立

・�半導体関連事業者の�
サプライチェーン構築支援
・�洋上風力発電事業者と�
当行取引先のマッチング支援

リスク 人手不足・人件費増加、産業別構成で製造業
が低い

地域企業の
持続的成長に向けた
サポート

機会 コロナ禍で疲弊した道内企業への支援、外国人
労働者の増加、スタートアップへの支援策拡充

・�事業承継プランニング等の�
ソリューション提供
・商談会等による販路拡大支援

リスク
原材料、エネルギー価格高騰、事業承継、倒産
件数の増加、業務プロセス見直し、災害時の業
務継続

人生100年時代への
サポート

機会 資産所得倍増プラン、所得含めた労働環境の改
善、就業・就労機会の拡大 ・�ライフステージに応じた商品と�

サービスの提供
・金融経済教育への取組み

リスク 人口減少・少子高齢化、物価高騰

ダイバーシティの
推進

機会 安心して働ける職場環境整備の拡充、就業・就
労機会の拡大 ・女性管理職比率の向上

・有給休暇取得平均日数の向上
・�人的資本経営コンサルティング
サービスの提供リスク

多様な人材の価値観、知識、経験、スキル等が
発揮されず、エンゲージメントやモチベーション
が低下する

脱炭素化社会の
実現

機会 ＧＸの導入ポテンシャル、脱炭素への対応
・サステナブルファイナンスの推進
・�お客さまの脱炭素化社会への�
移行支援リスク 原材料・エネルギー価格高騰、大規模自然災害

リスクへの対応

北海道の
ネイチャーポジティブ
への貢献

機会 雄大な自然・多様な生物などの観光資源
・�北海道の生物多様性保全・�
回復に向けた取組み
・シナリオ分析対象業種の拡大リスク 自然資本からの恩恵の減少、気候変動・災害被

害の拡大

DX活用による
北海道の
生産性向上への支援

機会 デジタル産業の集積、デジタル技術の活用によ
る生産性向上

・お客さまのデジタル化支援

リスク 原材料・エネルギー価格高騰、人手不足・人件
費増加

新産業創出や
既存産業の活性を通じて
道外・海外から就業・
就労化を呼び込むとともに、
地域を支える産業の
担い手育成への貢献

機会
法改正（育成就労法）による海外人材の労働環
境改善、次世代半導体、GX産業の進出、海外
人材確保の難しさの高まり

・北海度の人手不足への対応
・外国人人材の確保・育成

リスク
賃金格差による道外への労働力流出、賃金・待
遇差による海外労働力獲得競争での劣後、札幌
以外の地域における人手不足深刻化

職員が
働きがいを感じる
職場の実現

機会 人材の成長、エンゲージメントの向上、優秀な
人材の確保と定着

・処遇の納得性向上
・�自律的なキャリアの選択と�
成長機会の提供
・従業員エンゲージメントの向上リスク 人材不足、モチベーションの低下

2024年度の主な決議・報告事項

取締役会

サステナビリティの取組みおよび課題の件

サステナビリティに関するマテリアリティ特定の件

サステナビリティ委員会

マテリアリティの特定について

J-FLECと連携した金融教育の取組みについて

GHG排出量の目標設定について

TNFD情報開示の内容について

環境関連投融資のルール変更について

監督

執行

取締役会

サステナビリティ委員会

本部 営業店 グループ会社

経営企画部サステナビリティ推進室
（サステナビリティ委員会事務局）

報告

報告 指示・管理

監督

サステナビリティに関する考え方および取組み 特定したマテリアリティ

サステナビリティに関するマテリアリティ（重要課題）の特定

社会的価値（PER）の向上

当行グループの長
期ビジョンおよび北
海道の目指すべき
姿から課題を抽出

抽出した課題に対す
るリスク・機会と具
体的な取組みについ
て検討

北海道の「サステナ
ブル」な状況を実現
するためのリスク・
機会の優先度・重要
度を評価

サステナビリティ委
員会・取締役会にて
議論の上、特定し決
議

特定したマテリアリ
ティに基づき、重点
取組みを選定しKPI
の進捗を把握

サステナビリティ推進・マテリアリティ

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み
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　TCFD提言が推奨するシナリオを活用し、今後も提言に沿った態勢整備を進め、当行グループを支えていただいている
全てのステークホルダーと地域社会・環境の持続的発展に貢献するとともに、当行グループの中長期的な企業価値の向
上と持続的経営の実現に努めています。

　当行グループは「脱炭素化社会の実現」をマテリアリティの一つと特定しており、サステナビリティ委員会において気
候変動に関する取組方針や取組みの進捗状況を協議・報告しております。

　当行では、経営の健全性を確保しつつ収益力を向上できるよう、信用リスク、市場リスク、オペレーショナルリスクを
はじめ主要なリスクを把握し統合的に管理を行っています。気候変動に伴う変化は様々な波及経路を通じて信用リスク等
の主要なリスクを増減させ、当行の事業活動や財務内容に重要な影響を与える可能性があることを認識し、行内で共有し
ています。シナリオ分析の活用やお客さまのGHG排出量の算定等を通じて、気候変動による当行財務等およびお客さまの
事業活動等への影響について評価を行い、各種ソリューションの提供を中心とするお客さまの気候変動対応への積極的な
支援を通じて、中長期的に当行の気候関連リスクの低減を図る体制を統合的なリスク管理の枠組みの中で構築しています。

1. サステナブルファイナンス累積実行額
　気候変動への対応として脱炭素化社
会への移行を支援する「環境関連投
融資」の2021年度～2030年度まで
の累計実行目標5,000億円は、2024
年度に累計5,541億円と前倒しで達成
しました。これまでの「環境関連投融
資」に、北海道における社会課題への
解決に資する投融資（※）を加え、「サス
テナブルファイナンス」として再定義
しました。環境関連投融資と同様に過
去実績を含め、新たな目標を２兆円に
引き上げしております。
　ESG投融資への対応を通じて北海道の環境課題や社会課題の解決を目指していきます。
※��社会課題への解決に資する投融資は、半導体関連産業への支援、新産業育成（創業・スタートアップ）、�製造業の合理化支援、食・観光への支援強化等

2. GHG排出量削減に向けた取組み
　地域の脱炭素化を積極的に進めていくため、当行グループのGHG排出量（Scope１+２）の削減目標引上げと投融
資先のGHG排出量（Scope３カテゴリー15）の削減目標を新設しました。

お客さまの脱炭素化社会への移行を支援するファイナンス（サステナビリティ・リンク・ローン、グリーンロー
ン等）やソリューション（SDGsコンサルティング、脱炭素コンサルティング等）の提供を通じて、金融・非
金融の両面から、脱炭素化社会の実現に貢献してまいります。

当行では、短期（5年）、中期（10年）、長期（30年）の時間軸で気候変動に伴うリスクとして移行リスクと
物理的リスクを以下のとおり認識しております。引き続きTCFD提言が推奨するシナリオを活用した分析を実
施し、各リスクの定量的な評価を進めてまいります。

1. 機会とリスク

2. 炭素関連資産
　「エネルギーおよびユーティリティー（※1）」セクター向け貸出金等の当行貸出金等に占める割合は1.5%です。なお
2021年TCFD改訂付属書に基づく炭素関連資産（※2、3）向け貸出金等の当行貸出金等に占める割合は20.3%です。
※�1.� 石油精製・石油製品製造、ガス、石炭製品、大手電力会社等。水道事業者、再生可能エネルギー発電事業者は除きます。
� 2.「エネルギーおよびユーティリティー」セクターに「運輸」「素材・建築物」「農業・食料・林産物」セクターが追加されました。
� 3.� 2024年度より、「素材・建築物」セクターの炭素関連資産の集計において、以下の変更を行っています。
� (1）「建設業」を追加。
� (2）「住宅売買業」「不動産代理・仲介業」等について、大企業のみを集計対象とする方法から、全ての企業規模を集計対象とする方法に変更。

3. シナリオ分析
　TCFD提言では、気候変動のリスクに対する戦略のレジリエンスを示すために複数のシナリオに基づいた分析の実施
を推奨しており、当行では移行リスクと物理的リスクについてシナリオ分析を実施しています。シナリオ分析結果を当行
のリスク低減やお客さまの脱炭素化社会への移行に向けた対話の強化や支援につなげていくため、引き続き分析手法の
高度化に取り組んでまいります。

　 移行リスク 物理的リスク

リスク事象
脱炭素化社会への移行によるマクロ経済環境の変化を通じ
てお客さまの財務が悪化することに伴う当行の信用リスク
への影響

①��洪水等の増加による当行不動産担保の毀損やお客さまの事業停滞に伴う
業績悪化

②洪水等の増加による当行営業店舗等の毀損を基因とした当行の損失発生

分析対象 エネルギー、ユーティリティー、鉄鋼セクター ①道内事業性貸出先
②当行営業店舗等（ATMを含む）

シナリオ NGFS（※1）の「Netzero2050」「Delayed�Transition」 IPCC（※2）第5次報告書におけるRCP2.6（2℃シナリオ）およびRCP8.5
（4℃シナリオ）

分析期間 2050年まで 2050年まで

分析結果 信用コストの増加額：116～176億円 ①信用コストの増加額：最大で37億円
②当行損失の増加額：最大で5億円

※�1.� 気候変動リスク等に係る金融当局ネットワーク
� 2.� 気候変動に関する政府間パネル

ガバナンス1

リスク管理3

指標および目標4戦略2

機会

リスク

移行
リスク

脱炭素化社会への移行に伴い、お客さまの事業が影響を受け当行の与信関係費用が増加するなどのリスクを想定 時間軸

法規制リスク 炭素税等、CO2排出に関する規制強化等 中期～長期

技術リスク 既存製品の低炭素技術への入替に係る投資の失敗等 中期～長期

市場リスク 消費者行動の変化、原材料コストの上昇等 中期～長期

評判リスク 特定セクターへの非難等 短期

物理的
リスク

異常気象により、当行の事業用資産が被災し事業継続が困難となるリスクや、お客さまの業績悪化や事業用資産毀損
による当行の与信関係費用が増加するなどのリスクを想定 時間軸

急性リスク 洪水等の増加、異常気象の深刻化 中期～長期

慢性リスク 平均気温の上昇、海面上昇 長期

2030年度2024年度2023年度2022年度2021年度

2兆円

環境累計
5,541億円

うち環境累計

1.4兆円

うち社会累計

0.6兆円

573億円 1,269億円

6,907億円

3,919億円

・・・・

環境 社会

サステナブルファイナンス累計実行額

GHG排出量（Scope1,2の状況）

　金融機関に対してScope３の取組みへの期待が高いことを認識しています。カテゴリー15（投融資先のGHG排出量）
は、金融機関におけるGHG排出量の大部分を占めることから、PCAF（※）スタンダードの計測手法を参考とし、法人融
資先を対象に試算しております（一般事業法人向け融資額の85％が集計対象）。なお、当行におけるScope3のカテゴ
リー別数値はデータ集89ページをご覧ください。
※��Partnership�for�Carbon�Accounting�Financials�投融資ポートフォリオにおける温室効果ガス排出量を�計測・開示する方法を開発する国際的なイニ
シアチブ

Scope3

　当行グループのGHG排出量（Scope
１.２）は、省エネルギー設備への更
新やカーボンフリー電力・ガスの導入に
より、2024年度は2013年度比66.8％
削減しました。

Scope１.２

旧目標 新目標

Scope１+２ 2030年度までに
2013年度対比△80％

2030年度までに
実質ゼロ

Scope３
（カテゴリー15） 目標なし

2050年度までに
実質ゼロ

4,558 2,767 2,672 2,656 2,285 1,505 

25,905 

19,128 16,601 14,992 
10,727 

8,624 

2030年度2024年度2023年度2022年度2021年度2020年度2013年度 … …

30,464

21,896
19,273 17,649

13,013
10,129

2013年度比
66.8％削減

単位：t-co2

実質

ゼロ

Scope1 Scope2
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　当行は、気候変動対応に加え自然資本の保全・回復に取り組むため、2023年12月「TNFD（自然関連財務情報開示
タスクフォース）」に賛同し、TNFDフォーラムに参画しました。2024年度「環境省　脱炭素実現に向けた自然関連情報
分析パイロットプログラム」に採択され、金融機関の投融資ポートフォリオにおける自然との接点や自然関連リスク・機
会について把握・分析しております。
　TNFDフォーラムやパイロットプログラムで得られた情報を活かし、自然関連の財務情報開示や北海道の気候変動への
対応、自然環境保護に取り組むことで、全てのステークホルダーと地域社会の持続的な発展に貢献してまいります。

　当行グループは「北海道のネイチャーポジティブへの貢献」をマテリアリティの一つと特定しており、サステナビリティ
委員会において生物多様性保全や増進に関する取組方針や取組みの進捗状況を協議・報告しております。

　移行リスクや物理的リスクに起因する再生可能エネルギーの操業停止は、信用リスクを増減させ、当行の事業活動や財
務内容に重要な影響を与える可能性があります。環境アセスメントの観点から、開発エリアにおける周辺の自然資本に与
える影響や要注意地域との接点、周辺地域への影響を投融資判断の材料として検討します。また、シナリオ分析では、気
候変動と自然資本の関連性について様々なシナリオを考慮し、リスクの特定・評価・管理していく体制を構築していきます。

　環境省では、ネイチャーポジティブの実現に向け、民間の取組み等によって生物多様
性の保全が図られている区域を「自然共生サイト」として認定する仕組みを開始していま
す。本証明書は、「自然共生サイト」の質の維持・向上に資する支援を行った企業等に対
して発行されるものです。
　今回、ほっくー基金による支援が、「自然共生サイトに係る支援証明書（試行版）」と
して全国の金融機関および道内企業で初めて認定されました。自然共生サイトとの連携を
通じて、北海道のネイチャーポジティブに貢献していきます。

1. サステナブルファイナンス累計実行額（うち環境関連）
　サステナブルファイナンスのうち、脱炭素化社会への移行を支援する環境関連への投融資を指標と目標としました。

　 2024年までの累計実績 2030年までの累計目標

サステナブルファイナンス（うち環境関連） 5,541億円 1.4兆円

2. ほっくー基金
　北海道の生物多様性保全を目的として2010
年に「ほっくー基金」を設立し、道内の希少
種保護や生息環境整備などに取り組む様々な
団体を助成金により幅広く支援しています。
ほっくー基金の原資として、「北洋銀行アプリ」
など通帳デジタル化に伴う紙通帳の印刷コスト
相当額を拠出しています。
　評価基準には、TNFDで自然資本の対象と
して定義されている「陸、海、淡水、大気」
への寄与、北海道生物多様性保全計画（第2
次計画）における圏域別の生物多様性保全方
針への該当有無等を取り入れています。

　選定先は、特別天然記念物・絶滅危惧種の
生息環境保護、繁殖環境の整備や特定外来生
物の駆除、魚道整備や植樹に加え、幅広い世
代に生物多様性保全に関する教育を実施する
団体を助成しています。

　 2025年度目標 2025年度実績

ほっくー基金助成先 20先 19先

　TNFD提言では、地域特性を踏まえた分析が推奨されております。北海道は、「GX金融・資産運用特区」に指定され、
GX推進の適地として洋上風力や太陽光発電計画が進む中、自然環境への配慮から漁業や希少生物への影響等、環境ア
セスメントへの重要性が高まっています。さらに、お取引先の融資残高の割合、依存・インパクトが比較的大きいことより、
本年度は、電力、ガス、石油、石炭関連事業者等が該当する「エネルギー・ユーティリティ」を優先セクターと特定しま
した。同セクターのバリューチェーンにおける、「依存」「インパクト」の影響度合いおよび機会とリスクについては以下の
とおり整理しています。

ガバナンス1

リスク管理3

指標および目標4

戦略2

10
10 15 20 25 30 35

15

20

25

30

35

40

45

50

インパクト

依
存 半導体・半導体製造装置半導体・半導体製造装置

医薬品・バイオテクノロジー医薬品・バイオテクノロジー

エネルギーエネルギー自動車・自動車部品自動車・自動車部品

レストラン・食品小売等レストラン・食品小売等

耐久消費財・アパレル耐久消費財・アパレル

運輸運輸

ユーティリティ等ユーティリティ等

素材素材

食品・飲料食品・飲料

不動産管理・開発等不動産管理・開発等

融資残高に対するインパクト×依存
※バブルの大きさは融資残高割合を示す

バリューチェーンにおける依存・インパクト
エネルギー

GX関連事業

総合石油・ガス
依存・インパクト：大

電気部品・設備
依存・インパクト：中

再生可能エネルギー系
発電事業者

依存・インパクト：中
電力

依存・インパクト：中

石炭・消耗燃料
依存・インパクト：大

電力
依存・インパクト：中

独立系発電事業者・エネルギー販売業者
依存・インパクト：大

ガス
依存・インパクト：小

石油・ガス精製・販売
依存・インパクト：小

石油・ガス貯蔵・輸送
依存・インパクト：小

川上 川中 川下

　洋上風力発電など脱炭素化社会への移行を支援するファイナンスについては、生態系や自然資本に与える
影響を考慮しながら対応してまいります。また、行政や大学等と連携しながら生態系の保護・回復に資する
取組みへのサポート等、金融・非金融の両面から、北海道のネイチャーポジティブに貢献してまいります。

　当行では、生物多様性保全に関するリスクとして移行リスクと物理的リスクを以下のとおり認識しております。
今後もTNFD提言に沿った各リスクの定量的な評価を進めてまいります。

機会

リスク

移行
リスク

政策リスク 環境規制等への対応コスト増、周辺環境の再生義務の発生等

評判リスク 周辺環境への影響や環境破壊、災害発生に伴う住民からの反発、社会的評判の低下、それによる利害関係者の忠誠心の低下
を通じた運用コスト増、操業停止等

物理的
リスク

急性リスク 有害物質の排出による環境・希少生物への影響。洪水、地滑り、地震、津波、その他自然災害の被害による操業停止、イン
フラの修復・メンテナンスコスト増等

慢性リスク 操業による温室効果ガスや廃棄物、汚染物質の排出による底生植物・淡水植物、その他希少生物、周辺環境への影響・汚染、
種の移動による生態系の変化等
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累計金額（百万円） 延べ件数

累計185先　92百万円

ほっくー基金助成先　延べ件数および累計金額

社会的価値（PER）の向上　 ネイチャーポジティブへの取組み

ほっくー基金による支援が「自然共生サイトに係る支援証明
書（試行版）」として認定されました
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投資チャンスへのサポート（GX・次世代半導体関連）

　2024年6月に北海道・札幌市が国に提案していた「GX/金融資産運用特区」が認められ、北海道・
札幌市は金融・資産運用特区の対象地域に決定したほか、国家戦略特区に指定されました。北海道を
営業基盤とする当行グループは、次世代半導体や洋上風力発電などのGX分野に正面から向き合い、特
区制度や税制優遇制度を活用した北海道への投融資の呼び込みなど、北海道の更なる成長に貢献して
いくため、当行が有するノウハウを基にグループ一体で取り組んでまいります。

　当行は、北海道の魅力度・幸福度向上を目指し、北海道の基幹産業である農業・食品分野に対する取組みや、北海道
企業の事業承継課題の解決、北海道民の皆さまの金融リテラシー向上への貢献など、地域の事業者や道民の皆さまの持
続可能な成長を支援することで、地域全体の活性化を図っています。

農業・観光支援

事業承継課題解決～「北海道サーチファンド」の設立

金融教育

　「農業」は、「食」や「観光」などの北海道が強みとする産業を支える
「北海道の基幹産業」です。当行では、農業を通じた北海道経済の活性
化を図るため、農業者向け融資商品「北洋農業ローン」や日本政策金
融公庫等との共同出資による「農業ファンド」などにより、農業の持続
的発展に資する取組みを展開しています。
　2025年2月より「北洋農業ローン」の取り扱いを開始し、農業者の皆
さまの多様なビジネスモデルを支援いたします。
※詳細は当行ホームページをご覧ください
　https://www.hokuyobank.co.jp/pdf/company_business_support_agriculture-loan.pdf

　株式会社日本M&Aセンターホールディングスと共同で「北海道サーチファンド（以下、本ファンド）」
を設立し、ファンド出資者として5.01億円を出資しました。本ファンドでは、経営者を志す全国の優秀
な人材（サーチャー）と後継者不在等の課題を抱える道内の中小企業（投資対象会社）を結びつけ、
サーチャーに投資対象会社の経営者として活躍いただくことで、企業の成長や事業承継問題の解決を目
指します。当行と子会社の北海道共創パートナーズ、および株式会社日本サーチファンドがサーチャー
と投資対象会社をサポートし、円滑な事業承継とバリューアップを実現します。

　北海道の未来を担う子どもたちへの教育活動を、地域に根
差した金融機関として重要な取組みと位置付け、金融教育や
育成支援に力を入れております。2024年、金融経済教育推
進機構（J-FLEC）が設立され、全国で金融教育が本格化し
ております。2024年度より、当行が主体となって、J-FLEC
や道内金融機関と連携し、今般、4団体・45の金融機関で
構成される『北海道金融経済教育推進協議会』が設立され
ました。今後は、ほくよう金融教室の取組みに加え、本協議
会を通じて、広域な北海道に住む道民に対して、あらゆる年
代の人が平等に、均一な金融教育を受講できる環境を提供し、
北海道全体の金融リテラシー向上に貢献してまいります。

観光庁「地域観光新発見事業」を活用した地域の観光活性化事業を実施しました
　観光庁「地域観光新発見事業」（重点支援事業）の採択を受け、積丹町においてモニ
ターツアーを実施しました。採択事業「積丹フレンチとオリジナルジンを楽しむプレミア
ムツアー～ボタニカルを通じた自然の学びと秋の旬を知る～」は、夏の繁忙期には旬の
ウニや青く透き通る海「積丹ブルー」を求めて大勢の観光客が訪れる一方、秋以降は観
光客が急激に減少するという積丹町の地域課題解決を目的として、積丹町、積丹観光協
会、地元の事業者や㈱JTB北海
道事業部と連携し、秋の積丹町
の魅力発見と地場食材を使用し
た食を堪能するツアーをお楽し
みいただきました。

【ほくよう金融教室の取組状況】〔人〕

18,125

2023年度
実績

2024年度
実績

2025年度
計画

36,112

50,000

東しゃこたん漁協

JA新おたる

地域おこし協力隊

地元関係者
積丹観光協会 JTB

〈実施主体〉 〈連携〉
　　積丹町

〈連携事業者①〉
積丹スピリット

〈連携事業者②〉
SHAKOTAN GO

マスコミ
現地観光情報提供 ツアー造成・情報発信 体験コンテンツ提供 体験コンテンツ提供

北洋農業応援ファンド 北洋SDGs推進2号ファンド

GX領域

陸上
風力

社会
実装

社会実証
（地域実証）研究開発段階研究開発段階

など

DC水力
発電

太陽光

海底直流
送電網

水素

洋上
風力

蓄電池

SAF

電気・水素
運搬船

ZEH
ZEB

将来特に成長が期待される分野
現在の主な投融資対象領域（引き続き注力）北海道の再エネポテンシャル

リビングラボリビングラボ

GX領域のイメージ図

　次世代半導体製造拠点（Rapidus社）の立地を契機
に道内へ進出する道外半導体関連企業と道内企業とのビ
ジネスマッチングを目的とした、当行独自の「ほくよう半
導体ネットワーク」を2025年1月に新設しました。
　これは、サプライチェーン参入を希望する当行のお取
引先さまと道内へ進出する道外半導体関連企業をつなげ
ることにより、道内企業の半導体サプライチェーン参入
を促進し、次世代半導体製造拠点の立地効果を北海道
全域に波及させることを目的としています。
　この取組みを通じて参加企業の取引拡大や人材確保等
につなげ、半導体関連産業ひいては北海道全体の活性
化を図ってまいります。

次世代半導体

② 発注ニーズ
提示 ① エントリー

③ 受注希望の
道内企業紹介

① ’発注ニーズ
提示

ほくよう半導体
ネットワーク

道内企業
〈スキーム〉

道外半導体
関連企業

スタートアップ支援
　2018年6月に開始した「北洋SDGs推進ファンド」は、現在の3ファンド号までに44社/約8億円の支
援実績となりました。2025年4月には、道内金融機関では初となる新株予約権付融資の取扱いを開始し
ております。
　当行では、事業者のニーズ・ステージに合わせ、出資・融資・助成金の全てにおいて資金支援が可
能であり、引き続き北海道の成長に欠かせないスタートアップ支援に取り組んでいきます。

2024年度実績・「チャレンジ」「変革」したこと

2025年度の「挑戦」「変革」

　私は2年間の外部出向にて、ベンチャーキャピタル（以下VC）向けへ官民ファンドのLP出資
業務（審査/契約/モニタリング業務）を担当しておりました。当行は、主に資金供給の面でス
タートアップへの支援に取り組んでおり、出資・融資問わず多様な資金ニーズにお応えできる
体制を整備しています。道内企業のスタートアップはもちろんのこと、道外でも北海道の課題
解決につながる事業を展開されているなど、北海道経済に寄与いただけるスタートアップへの
支援は積極的に検討し、道内誘致も並行して進めているところです。スタートアップの発展・成長には、VCによる支
援は大きな支えとなる中、道内VCは限られています。出向経験を活かし、VCの北海道誘致も併せて進めていきたい
と考えています。
　足元北海道では、官民一体となりオール北海道でスタートアップの創出・育成を推進していく体制が整いつつあり、
当行としても資金供給に留まらず、スタートアップエコシステムの形成に向けた取組みへの関与をより一層強化し、
地域の持続的発展に貢献していきます。

職員Voice 本部勤務　Iさん

TOP I C

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み
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社会的価値（PER）の向上　 地域貢献への取組み



　2023年4月からスタートした中期経営計画では、「成長」と「環境・社会」をキーワードに掲げ、人財戦略を経営戦略
の一環として位置づけ、人財戦略の策定と実行を担う最高人事責任者（CHRO）の設置（2024年6月）、将来の経営人
財の育成を狙いとしたサクセッションプランの策定（2024年12月）など、人財戦略と経営戦略を連動させる取組みを進
めております。

　この人財戦略に基づき、法人、地域、個人、デジタルの各戦略に必要な人財の育成と配置を行い、職員が最高のパ
フォーマンスを発揮できる働きがいのある職場環境を整備しています。さらに、人員シミュレーションを通じて人財ポート
フォリオの推移を分析し、新規採用やキャリア採用の強化、不足する分野の人財育成、初級行員の早期育成を進めていま
す。

　一方で、お客さまのニーズが多様化し、銀行のビジネスモデルも変化しています。こうした背景の中で、挑戦が評価さ
れる企業風土の構築が課題と認識しています。そのため、職員の挑戦を後押しする組織風土の実現を目的に、2025年7
月から人事制度を改正しました。新しい制度のもとで、職員一人ひとりが自律的に考え行動し、挑戦することを当行の文
化として根付かせ、経営理念や長期ビジョンの達成を目指してまいります。

地域社会のサステナビリティを支える人財の創出
戦略 人財戦略を支える柱方針

お客さまの成長を支える
人財の育成

専門性の高い人財の育成

自律性・多様性・創造性の追求

職員エンゲージメントの向上

人財育成方針

職場環境
整備方針

×

×

目 的 項 目 2024年度
実績

2025年度
目標

人財育成強化

職員一人あたりの研修費用（※1） 79.1千円 85.0千円

職員一人あたりの研修時間（※2） 40.3時間 40.0時間

コンサルティング力強化研修の受講人数（※3） 675人 550人

職場環境整備
年次有給休暇取得率（※4） 56.6％ 63.0％

女性管理職比率（※5） 24.8％ 25.0％

総 合 職員エンゲージメント 66点 77点

※1.   年間の「研修費用」を職員の「平均人数」で除して算出しております。「研修費用」は外部講師費、教材費、外部研修への参加費、資格取得費、宿泊費、交通費等を含
んでおります。「平均人数」は2024年4月から2025年3月までの毎月の人数の和を12で除して算出しております。

　2. 年間の「研修時間」を職員の平均人数で除して算出しております。
　3. お客さまに対する話し方やロールプレイングなどコンサルティング力を強化するための研修の受講者数であります。
　4. 「有給休暇の取得日数」を「有給休暇付与日数」で除して算出しております。
　5. 女性の「課長」級以上の人数を男女合計の「課長」級以上の人数で除して算出しております。

指標および目標

人財育成方針

職場環境整備方針

　サービス業である銀行の最大の差別化要素は職員であり、その質の向上が課題であると認識しています。
人財への投資により、その価値を最大限に引き出すことが、中長期的な企業価値の向上につながると捉え、
業務スキルの向上やコンサルティング力・マネジメント力の強化を目的とした研修も取り入れながら人財
の育成に努めています。

サービス業である銀行の最大の差別化要因であり、その職員が安心してやりがいを持って働ける環
境や従業員の多様性を認め、尊重する環境の整備に取り組んでおります。

専門性の高い人財の育成
　銀行を取り巻く環境が大きく変化している中、当行はお客さま本位を徹底し、お客さまのニーズに応えるために、専門性の高い
人財の育成に力を入れています。その一環ならびにリスキリング機会として、公募制で専門機関に職員を派遣するトレーニー制度を
導入しています。また、タレントマネジメントシステムを活用して担当者のスキルを可視化し、スキル不足を補うための研修を追加
するなど、専門知識の向上を図っています。これにより、SX・DX人財の育成を進め、北海道とお客さまのサステナビリティ向上や
デジタル支援を推進してまいります。

自律性・多様性・創造性の追求
　職員の自律的なキャリア形成を促進するため、挙手制の研修やセミナーを充実させています。
研修内容には、業務に直結する具体的なスキルや知識の習得に加え、ケーススタディやロー
ルプレイングなどの実践的なカリキュラムを組み込み、コンサルティング力やマネジメント力の
強化、業務ごとのスキル向上を図っています。
　また、ブレインストーミングやグループディスカッションをカリキュラムに取り入れ、自由な
発想や活発な意見交換を促進しています。これにより、創造的思考を育む環境を整えています。

well-beingの実現
―ワークライフバランスの拡充
　「夫婦帯同転勤制度」「勤務地希望制度」「半日有給休暇制度」「企業内託児施設の設置」

「育児休暇制度」などのワークライフバランス関連制度を導入しているほか、1週間の連続休
暇や勤続年数に応じたリフレッシュ休暇による有給休暇の取得推進や、外部専門家による介
護の相談窓口を開設、WEBセミナーや介護制度に関するガイドの発信等も行い、介護と仕事
の両立支援にも積極的に取り組んでおります。

―健康経営の取組強化
　「職員の健康で働きがいのある職場づくり」を経営の重要な柱と位置づけ、一人ひとりが能
力を最大限発揮できるよう様々な施策に取り組んでおり、「健康経営優良法人（大規模法人部
門）」に8年連続で認定されました。今後も職員が健康に働ける職場環境づくりを行います。
・業務の効率化による長時間労働の削減
・介護、育児等の休暇の充実
・定期健康診断（配偶者含む）の実施と定期健診後のフォロー
・人間ドック、脳ドック、婦人系がん健診の促進（費用補助）
・ストレスチェックの実施と結果をふまえた職場環境の改善
・‌‌メンタルヘルス相談体制の充実（産業医・保健師・外部カウンセラー

による個別ケア）等

ダイバーシティ（Diversity）＆インクルージョン（Inclusion）の深化
　女性のキャリア形成支援を目的とした各階層別研修や、育児休業中の職員の職場復帰支援等、出産・子育てをしながら働き続け
るためのサポートに加え、女性支店長や副支店長を育成するための研修では、研修参加者に対し先輩女性支店長とのメンター制度
を約半年間実施し、精神的サポートを行っています。また、人生100年時代に対応するため、希望者全員が満65歳まで引き続き勤
務可能な「シニア職員再雇用制度」や、最長70歳まで雇用延長可能な「シニアパートナー制度」により、これまでのキャリアや経
験を活かして活躍できる環境の整備に取り組むとともに、障がいのある方が地域の中で安心して暮らせる社会の実現と、社会的自
立を支援するために障がい者雇用に取り組んでおります。

「女性エンカレッジ研修」の様子▶

▼育休者情報交換会（WEB）の様子

お客さまの成長を支える人財創出・育成と企業風土改革 人財戦略の主要な取組み

北洋銀行グループ健康経営責任者 北洋銀行 頭取

健康経営推進事務局

各グループ会社健康経営推進担当

北洋銀行グループ健康経営推進責任者
（北洋銀行人事担当役員）

産業保健スタッフ
（産業医・保健師） 健康保険組合

北洋銀行人事部

コラボヘルス

各グループ会社 社長

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み

社会的価値（PER）の向上　 人財戦略
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より良い職場環境と多様な働き方の実現

人事制度改正公募プロジェクト

アルムナイネットワークの開始

　誰もが自分らしく働ける職場環境を目指すことで働きがい
を高め、お客さまへのサービス向上を図ることを目的とした
ビジネスカジュアルを2024年5月に導入したほか、自らのス
キル・能力を活かした教育・文化・スポーツ、家業といった
分野での活動や地域貢献などを通じて、地域の持続的な成
長にも貢献することを目的とした副業制度、就業時間内外を
問わず、所属店部室以外の業務を兼ねることを認める社内兼
業制度を2024年12月に導入しました。

　人事制度の改正にあたり、経営層や人事部だけでなく、職員の意見
を幅広く反映させるため、人事制度を改革したい職員を募りました。
予定の4倍を超える55人の「挑戦」があり、6班に分かれて年齢、役職、
所属部署の壁を越えて日々の熱い議論を重ね、各班の改正プランを
CHROに提案しました。各班のプランは実際の制度改正にも数多く反
映しています。

　2024年8月からはアルムナイ（退職者）と
退職後も持続的に繋がることができる公式
ネットワークを構築しました。単に人財確保
の選択肢を広げていくということに留まらず、
当行からの近況報告・採用情報等の発信や
外部で活躍しているアルムナイからの気づき
の提供、ビジネス連携の創出など、本ネット
ワークを活用しながらアルムナイと共に新た
な価値を創造できる関係構築を目指します。 ▲北洋銀行アルムナイ・ネットワーク（当行ホームページ）

副業制度の概要

対象者
全従業員

（パート含む、短時間勤務者、休職者、休業者等
を除く）

内容 銀行の勤務時間外に銀行業務以外の業務に従事
し報酬を得ることを認める制度

契約形態 「個人事業主型」（他社と雇用契約を締結しない）

対象業務 地域貢献、教育・文化・スポーツ、家業などの
分野に該当する業務

社内兼業制度の概要

対象者 行員、嘱託、シニア職員（短時間勤務者、休職
者、休業者等を除く）

内容
プロジェクト参加や本部業務体験など、職員が
勤務時間内や時間外において、一定の時間また
は期間、所属店部室以外の業務を兼ねることが
できる制度

　私は、当行グループの北海道という営業基盤は、職員・会社が成長できる魅力的なポテン
シャルを有していると考えています。一方行内に目を向けると、チャレンジの機会を掴めず将来
への道筋を描けていない仲間もおり、これについて私は人事制度も改善すべき点の一つだと考
えていました。
　本プロジェクトはこの課題を直接解決できる機会、且つ世代を越えこれからを担う仲間たち
が自らの意思で集う枠組みでもあり、私は当行の変革過程の重要ステップに当事者として関われる“チャレンジ”だと
感じたことから、本プロジェクトへ参加しました。
　新制度は社会の潮流や現職員のマインドに適応し、「自分のキャリアは自分で創る」ことが可能な制度です。職員
が自らの意思・覚悟でキャリアを切り開く事こそが、銀行の差別化要素「ヒト」の充実に寄与し、お客さまや当行グ
ループの成長、ひいては北海道の発展に資するものだと考えます。私自身も制度が円滑に運用されるようチャレンジ
していきます！

職員Voice 本部勤務　Iさん

　私が人事PJに参加した理由は、私自身の産休・育休・アドバイザリー業務など多様な経験を
通じて、性別や立場を問わず、誰もが生き生きと働ける、活躍できる組織を本気で作りたいと
感じたからです。
　1人が100歩進むのではなく、100人・1,000人が変化を恐れず一歩踏み出し、前進する～
そんな挑戦を後押しできる力強い組織にしたい、そしてそれを実現できる力が職員・当行には
あると信じています。今回の人事制度改正を機に、働いている私たち一人ひとりが自分自身を磨き、リスクを恐れず
チャレンジし続けることがお客さま・行員・地域・社会のエンゲージメントを高め、発展につながると考えています。
今こそ誠実に向き合い、働く楽しみを広げながら、私たちの手で北海道の明日を切り開いていきたいです。

職員Voice 営業店勤務　Sさん

2024年度実績・「チャレンジ」「変革」したこと

2025年度の「挑戦」「変革」

人財育成体制の見直し
　銀行を取り巻く環境が大きく変化している中、当行はお客さま本位を徹底
し、お客さまのニーズに応えるために、専門性の高いスキルを身に付けるこ
とに力を入れています。新入行員の早期育成を目的として、2024年度から
ジョブローテーションを廃止し、1年目から本人が希望する業務を担当する
ことにしました。育成を強化するため、入行後すぐの新入行員研修を2週間
から3ヵ月間に拡大し、支店配属後も約3ヵ月ごとに集合研修を開催するなど、
研修とOJTを繰り返しながら1年間で集中的に育成する体制を整えました。 ▲新入行員研修の様子

採用強化
　当行の将来を担う新入行員を採用する『新卒採用チー
ム』のメンバーを公募制度により募集し、企業SNSの投稿
企画・作成、採用イベントの企画・運営、学生との面談
を行い、多様な職員による新卒採用活動の強化と、職員
自身の“チャレンジ”を叶えるべく取り組みました。
　また、人材紹介業務を行っている当行グループの北海
道共創パートナーズと連携して、キャリア採用の強化を
行っております。

▲▶
当行Instagram
アカウント

より働きやすい職場へ
　職員がより柔軟に働くことができる環境を提供し、
仕事とプライベートの両立支援や生産性の向上を目的
として、2025年5月からテレワーク、フレックスタイム
制を導入しています。行内外における多様な働き方を
促進するとともに、従業員の能力を最大限発揮できる
環境を整え、より付加価値の高いサービスの提供を
行ってまいります。

7：30 10：00 15：00 20：30

フレキシブル
タイム コアタイム フレキシブル

タイム
自主的に労働時刻を
決定できる時間帯

必ず勤務しなけれ
ばならない時間帯

自主的に労働時刻を
決定できる時間帯

標準となる1日の労働時間（7時間20分）

休む人もサポートする人も
　2025年6月の賞与から、産休・育休者等の仕事をバックアップした職員への手当を支給できる仕組みを新設し
ました。サポートした職員に報いて不公平感を解消するとともに、必要な人が気兼ねなく休みを取ることができ
る環境を実現することにより、職場全体の働きやすさの向上を目指します。

▲公募プロジェクトのメンバー

新人事制度「ポラリス」始動
　「ポラリス」は、経営層や人事部の議論だけでなく、職員へのインタビュー、アンケート、意識
調査、職員参加型の公募プロジェクトなどを通じて職員の声をしっかりと集めて策定されました。
役職員全員の想いを乗せ、2025年7月1日にスタートしています。

詳細は
P61～を

ご覧ください

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み
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　2025年7月1日より新人事制度 愛称「ポラリス」を開始しました。愛称は職員の公募によるもので、北の大地で輝く北
極星をイメージし、北海道をマザーランドとして働く職員のキャリアの指針となる制度とすべく、「ポラリス」と命名しました。
従来から北海道を支えてきた産業、とりわけ北海道の強みである食や観光などに加え、先端半導体工場進出やグリーント
ランスフォーメーションへの投資など大きなチャンスが訪れています。しかし、そのチャンスは、変化の中に身を置き、挑
戦することではじめて実現できるものです。職員の挑戦を後押しする「ポラリス」のもと、人財を磨き、お客さま・地域・
株主の信頼に応え北海道への更なる貢献を目指してまいります。

　「ポラリス」は実力本位・処遇の納得性向上・自律性の3つのコンセプトと、そのベースとなる評価制度の見直しを軸とした 
人事制度です。年齢ではなく、実力本位の制度設計としつつ、専門性の発揮や自律的な行動、そして職員自身の成長など
様々な挑戦を後押しします。あわせて、経営理念や行動規範に基づく評価項目の見直しや、客観性を高めるための評価プ
ロセス見直し等により、3つのコンセプトを下支えします。

全体像

経営理念・長期ビジョンの実現

あるべき姿を実現するための人事制度改正コンセプト

年齢を問わない登用
コース統合

転勤に関する手当の見直し

実力本位 処遇の納得性向上

職務や転勤を通じた
貢献に対する処遇への納得感

挑戦・成長の後押し

多様な人財が自律的にキャリアを選択

お客さま本位を通じた
当行の企業価値向上の実践

専門性の向上・発揮

自律的な行動・挑戦
定性および定量指標への意識

特徴

コンセプトと概要

業務フィールドの選択
複線型人事

人財のポテンシャルを
最大限発揮させること

挑戦する組織風土の
醸成

自律性

あるべき組織像 あるべき人財像

新人事制度始動　愛称「ポラリス」

実力本位

◦年齢を問わず活躍できる仕組み
▶最短27歳で営業店長に昇進可（飛び級も可能）
▶年齢を理由としたポストオフの廃止
▶60歳以降
　  高評価者のポスト維持、再任可能性がある仕組みを新設
　  評価によって翌年の処遇をあげられる仕組みの導入

処遇の納得性向上

◦総合職と地域総合職の統合
◦オフィスプロフェッショナル職新設
▶新・総合職
　  業務の限定性なし、転居転勤は個人の事情に配慮
▶オフィスプロフェッショナル職
　  転勤範囲と業務範囲を限定
◦転居転勤に対する手当・施策の拡充
▶単身赴任手当増額、条件緩和（子の年齢条件緩和、配偶者のみも可）
▶家族帯同・独身者に手当新設、赴任一時金新設
▶拠点地外の転居転勤は年齢問わず社宅・借上げ住宅を選択可
◦住居関連・家族手当の見直し
▶住居関連手当
　  若手向け手当を増額、条件緩和
▶家族手当
　  対象年齢を22歳までに引き上げ、経営職まで支給対象拡大

自律性

◦キャリアフィールドの設定
自律的キャリア形成と専門性へのニーズを満たすため、６つのキャリアフィールド（業
務領域）を設定
◦複線的キャリアの仕組み
各分野での専門家職種を新設
▶エキスパート職
　  業務領域を限定し、行内トップレベルのスキルを持つ行内の専門家
▶高度専門人財職
　  エキスパート職よりもさらに高度なスキルを持つ専門家

コンセプト実現の
ベースとなる
評価制度

◦評価項目の刷新（経営理念や行動規範に基づく共通項目・業務毎の評価項目新設）
▶共通項目６項目
　  経営理念や行動規範等に基づく評価項目に全面見直し
▶専門項目５項目
　   キャリアフィールド毎の業務プロセスの特徴から各フィールド毎に設定
　→業務の違いにより生じる評価の差を防ぐ目的
◦客観性を高めるため評価プロセスを見直し
▶評価のすり合わせ機会を増加（上司目線だけではない評価）
▶フィードバックのツールを拡充し、回数も増加

コンセプトのベースとなる評価制度

経営理念や行動規範に結び付いた評価項目 納得性が高まる評価プロセス

特集

持続可能な成長の実現
企業価値向上への取組み

すべては北海道のために
北洋銀行グループの

価値創造ストーリー
持続可能な成長を支える
経営基盤強化企業価値向上への取組み
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新人事制度は

2025年7月
から始動


